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食品リサイクル事業におけるバイオガスプラント導入に係る基本合意書の解除について 

 

本日、当社が平成 26年 3月 10日付で開示致しました「食品リサイクル事業におけるバイオガスプラン

ト導入に係る基本合意書の締結について」でお知らせ致しました、当社の 100％子会社ドライ・イー株式

会社と株式会社ゲネシス間で締結済の基本合意契約（以下、本合意書という）を本日付で解除致しました。 

 

当社グループは電源を保有することを目的としたバイオガス・プラントを活用したＩＰＰ事業を推進し

ており、本事業を推進するため、本合意書を締結し、推進して参りました。 

しかしながら、株式会社ゲネシスより、本年 3月 19日、当該事業会社より本基本合意書の解除の申し入

れがありました。当社は、本案件の継続を希望し、本基本合意書の解除には合意をしておりませんでした

が、平成 27年 4月 9日、改めて当該事業会社より本基本合意書の解除に関して申し入れがあり、当社及び

ドライ・イー内で協議を致しました結果、本日（平成 27年 4月 10日）付で本合意書を解除することと致

しました。 

 

本解除に伴い、平成 27年 4月 3日に開示いたしました「第三者割当に伴う第 1回無担保転換社債型新株

予約権付社債及び第５回新株予約権の発行に関するお知らせ」に記載の「バイオガス・プラントを貸与し

て行うＩＰＰ」静岡案件は中止せざるを得なくなります。本ファイナンスについては中止を含めて検討し

ております。 

 

本合意書の解除に至る経緯、及び平成 27年 4月 7日に開示いたしましたスキーム変更に至った経緯につ

きましては、改めて開示致します。 

また、静岡案件に充当することとしていた、ライツ・オファリングの資金使途についても、改めて検討

して決定し次第開示致します。 

 

以上 

 


